
学校コード F126310107573

設置年度 令和 ２年度

計画の区分： 研究科の専攻の設置又は課程の変更

同志社女子大学大学院 看護学研究科 看護学専攻 博士課程（後期）

職名・氏名 企画課長
キカクカチョウ

   小島
コジマ

 隆久
タカヒサ

電話番号　　 ０７７４-６５-８４４２

（夜間）　　 ０７７４-６５-８４４２

ｅ－mail　　 kikaku-t@dwc.doshisha.ac.jp

・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

例）

・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

・大学の設置の場合：「○○大学」

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html

なお、該当がない場合は、本番号は学校基本調査での「学校コード」と同様の番号ですので、

・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

３　学校コードについては、以下URLを確認の上、該当番号を記載してください。

当該番号を記載してください。

　　担当部局（課）名 企画部企画課

・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

例）　○○大学　△△学部　□□学科

（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

認可

令和４年５月１日現在 
学校法人同志社

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

注１

注３

注2

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ハッタ エイジ ）

八田　英二

（平成29年4月22日）

（ イイダ ツヨシ ） （ コザキ マコト ）

飯田　毅 小﨑　眞

（平成31年4月1日） （令和4年4月1日）

（ マナベ エミコ ）

眞鍋　えみ子

（令和2年4月1日）

（ コマツ ミツヨ ）

小松　光代

（令和2年4月1日）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和３年度に報告済の内容　→（３）

　　　　　　令和４年度に報告する内容　→（４）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人同志社

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　同志社女子大学

　　　　京都府京田辺市興戸南鉾立九七番壱

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒６１０－０３９５

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

研究科長

専攻主任

学　　長

職　　名

任期満了に伴い令和4年4
月1日に変更（4）
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試

　　　　区分ごとではありません）。

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位

　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、

　　　　別ファイルにて提出してください（作成方法は、事務連絡「令和４年度の履行状況報告書の提出について（依頼）を

　　　　確認してください）。

　　　・　様式は、平成３０年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和４年度までの５年間）ですが、

　　　　完成年度を越えている場合は別途ご連絡ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　

看護学研究科

看護学専攻

博士課程（後期）

　博士（看護学）

年 人 人 人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

- - - - 2 - 4 - 1 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

- - - - 2 - 4 - 1 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

- - - - 2 - 3 - 1 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

- - - - 2 - 3 - 1 -

(　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　) (　-　)

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出

　　　　してください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和４年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。
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( － ) ( － )

－ 0.66

( － )

[ － ] [ － ] [ － ]

－ 3

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

保健衛生学関係
（看護学関係）

年次

編入学定員 収容定員

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員
備　考

学生募集の停
止について

新規入学者を
募集中3 3 - 9

基礎となる学部等

看護学部看護学科
看護学研究科看護学
専攻博士課程（前
期）

0.66倍 ―　倍

　 　 ・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

Ｂ　 入学者数

( － )
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

－

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和４年度令和３年度平成３０年度 令和元年度 令和２年度

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

0.33

3

( － )

[ － ]

1.00－

[ － ]
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

－ － － － 2 － 3 － 1 －

[　 　] [　 　] [　 　] [　 　] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

（　　） （　　） （　　） （　　） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）

－ － － － 2 － 3 －

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）

－ － － － 2 －

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）

－ － － －

[ - ] [ - ] [ - ] [ - ]

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

（　-　 ）

令和２年度

（　-　 ）

5

（　-　 ） （　-　 ） （　-　 ）

平成３０年度 令和元年度

計

備　　　　　考

－ － 2 6

[　-　 ] [　-　 ] [　-　 ] [　-　 ][　-　 ]

４年次

１年次

２年次

３年次

令和４年度令和３年度

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

- 人 - 人 平成３０年度 - 人 - 人

平成３０年度 - 人 - 人

令和元年度 - 人 - 人

平成３０年度 - 人 - 人

令和元年度 - 人 - 人

令和２年度 0 人 0 人

平成３０年度 - 人 - 人

令和元年度 - 人 - 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

平成３０年度 - 人 - 人

令和元年度 - 人 - 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

令和４年度 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） -
平成３０年度の在学者数（ｂ） -

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） -
令和元年度の在学者数（ｂ） -

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 2

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 5

【令和４年度】

令和４年度の退学者数（ａ） 0
令和４年度の在学者数（ｂ） 6

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

人令和２年度 2

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成３０年度

令和元年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

-人- 人

0

合　　計

人

令和３年度 5 人 0 人

人令和４年度 6 人 0

=

=

=

=

=

=

=

= = 0 ％

0 ％=

#VALUE! ％

#VALUE! ％

0 ％
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【令和４年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 1 　 　 2 　 　 　 　 1 １前 1 　 　 1 　 　 　 　 1 岡

　 　 　 　

１前 1 1 1 １前 1 　 　 2 0

　 　 　

１後 1 2 1 １後 　 1 　 2 0

　 　 　

１後 1 2 1 １後 　 1 　 3 0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（４科目） - 2 2 0 6 2 0 0 0 1 小計（４科目） - 2 2 0 7 0 0 0 0 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

成人看護学特講 １前 　 1 　 1 1 　 　 　 成人看護学特講 １前 　 1 　 2 0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１前 　 1 　 2 1 　 　 　 １前 　 1 　 1 1

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１前 　 1 　 4 　 　 　 　 １前 　 1 　 4

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１前 　 1 　 1 1 　 　 　 1 １前 　 1 　 2 0 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（４科目） - 0 4 0 8 3 0 0 0 1 小計（４科目） - 0 4 0 9 1 0 0 0 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

看護学特別研究Ⅰ １通 2 　 　 8 5 　 　 看護学特別研究Ⅰ １通 2 　 　 12 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

看護学特別研究Ⅱ ２通 2 　 　 8 5 　 　 　 看護学特別研究Ⅱ ２通 2 　 　 12 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

３通 2 　 　 8 5 　 　 ３通 2 　 　 12 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（３科目） - 6 0 0 8 5 0 0 0 0 小計（３科目） - 6 0 0 12 3 0 0 0 0

- 8 6 0 8 6 0 0 0 2 - 8 0 0 12 3 0 0 0 2

兼
任
・
兼
担

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

２　授業科目の概要

＜看護学研究科　看護学専攻（D)＞

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置
科目
区分

授業科目の名称

合計（11科目） 合計（11科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

【修了要件】
本課程に３年以上在籍し、共通科目から３単位以上（必修２単位、選択必修１単位以
上）、専門科目から２単位以上、特別研究から６単位（必修）、合計11単位以上を修得
するとともに、必要な研究指導を受けた上で、博士論文の審査及び最終試験（口頭試
問）に合格すること。

【履修方法】
「共通科目」：必修科目２科目と選択科目から１科目以上を選択し履修する。
「専門科目」：①専攻する看護学の特講科目を必ず履修する。
　　　　　　　　②①以外の看護学の特講科目から１科目以上を選択し履修する。
　　　　　　　　※②は、「臨床看護学領域」、「広域看護学領域」の区分に関わらず選択
                      可能とする。
「特別研究」：必修科目３科目すべて履修する。

共
　
通
　
科
　
目

看護研究方法特講Ⅰ（質的研究）

看護研究方法特講Ⅱ（量的研究）

ウイメンズヘルス特講

看護教育特講

看護研究特講

看護研究方法特講Ⅰ（質的研究）(未開講）

看護研究方法特講Ⅱ（量的研究）

共
　
通
　
科
　
目

特
　
別
　
研
　
究

看護教育特講

看護研究特講

専
　
門
　
科
　
目

特
　
別
　
研
　
究

臨
床
看
護
学
領
域

ウイメンズヘルス特講（未開講）

広
域
看
護
学
領
域

高齢者・在宅看護学特講（未開講）

公衆衛生看護学特講（未開講）

臨
床
看
護
学
領
域

高齢者・在宅看護学特講

公衆衛生看護学特講

広
域
看
護
学
領
域

専
　
門
　
科
　
目

【修了要件】
本課程に３年以上在籍し、共通科目から３単位以上（必修２単位、選択必修１単位以
上）、専門科目から２単位以上、特別研究から６単位（必修）、合計11単位以上を修得
するとともに、必要な研究指導を受けた上で、博士論文の審査及び最終試験（口頭試
問）に合格すること。

【履修方法】
「共通科目」：必修科目２科目と選択科目から１科目以上を選択し履修する。
「専門科目」：①専攻する看護学の特講科目を必ず履修する。
　　　　　　　　②①以外の看護学の特講科目から１科目以上を選択し履修する。
　　　　　　　　※②は、「臨床看護学領域」、「広域看護学領域」の区分に関わらず選択
                     可能とする。
「特別研究」：必修科目３科目すべて履修する。

看護学特別研究Ⅲ 看護学特別研究Ⅲ（未開講）
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【令和２年度】 【令和３年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 1 1 1 １前 1 1 1

１前 1 1 1 １前 1 1 1

１後 1 1 1 １後 1 1 1

１後 1 2 1 １後 1 3 0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（４科目） - 2 2 0 5 2 0 0 0 1 小計（４科目） - 2 2 0 6 1 0 0 0 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

成人看護学特講 １前 　 1 　 1 1 　 　 　 成人看護学特講 １前 1 2 0

　 　 　 　 　 　 　 　

１前 　 1 　 1 1 　 　 　 １前 1 1 1

　 　

１前 1 4 １前 1 4

　 　

１前 1 1 1 1 １前 1 2 0 1

　 　

小計（４科目） - 0 4 0 7 3 0 0 0 1 小計（４科目） - 0 4 0 9 1 0 0 0 1

　 　

看護学特別研究Ⅰ １通 2 7 5 看護学特別研究Ⅰ １通 2 9 3

　 　

看護学特別研究Ⅱ ２通 2 7 5 看護学特別研究Ⅱ ２通 2 9 3

　 　

３通 2 7 5 ３通 2 9 3

　 　

小計（３科目） - 6 0 0 7 5 0 0 0 0 小計（３科目） - 6 0 0 9 3 0 0 0 0

- 8 6 0 7 6 0 0 0 2 - 8 6 0 9 4 0 0 0 2

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

卒業要件及び履修方法

科目
区分

合計（11科目） 合計（11科目）

兼
任
・
兼
担

看護研究特講

看護研究方法特講Ⅰ（質的研究）

看護研究方法特講Ⅱ（量的研究）

看護教育特講 看護教育特講

看護研究特講

看護研究方法特講Ⅰ（質的研究）

看護研究方法特講Ⅱ（量的研究）

ウイメンズヘルス特講（未開講） ウイメンズヘルス特講（未開講）

高齢者・在宅看護学特講

専任教員等の配置

【修了要件】
本課程に３年以上在籍し、共通科目から３単位以上（必修２単位、選択必修１単位以
上）、専門科目から２単位以上、特別研究から６単位（必修）、合計11単位以上を修得
するとともに、必要な研究指導を受けた上で、博士論文の審査及び最終試験（口頭試
問）に合格すること。

【履修方法】
「共通科目」：必修科目２科目と選択科目から１科目以上を選択し履修する。
「専門科目」：①専攻する看護学の特講科目を必ず履修する。
　　　　　　　　②①以外の看護学の特講科目から１科目以上を選択し履修する。
　　　　　　　　※②は、「臨床看護学領域」、「広域看護学領域」の区分に関わらず選択
                      可能とする。
「特別研究」：必修科目３科目すべて履修する。

授業科目の名称

兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数

広
域
看
護
学
領
域

広
域
看
護
学
領
域

専
　
門
　
科
　
目

特
　
別
　
研
　
究

専
　
門
　
科
　
目

特
　
別
　
研
　
究

共
　
通
　
科
　
目

科目
区分

共
　
通
　
科
　
目

臨
床
看
護
学
領
域

臨
床
看
護
学
領
域

公衆衛生看護学特講（未開講）

高齢者・在宅看護学特講

公衆衛生看護学特講（未開講）

看護学特別研究Ⅲ 看護学特別研究Ⅲ

【修了要件】
本課程に３年以上在籍し、共通科目から３単位以上（必修２単位、選択必修１単位以
上）、専門科目から２単位以上、特別研究から６単位（必修）、合計11単位以上を修得
するとともに、必要な研究指導を受けた上で、博士論文の審査及び最終試験（口頭試
問）に合格すること。

【履修方法】
「共通科目」：必修科目２科目と選択科目から１科目以上を選択し履修する。
「専門科目」：①専攻する看護学の特講科目を必ず履修する。
　　　　　　　　②①以外の看護学の特講科目から１科目以上を選択し履修する。
　　　　　　　　※②は、「臨床看護学領域」、「広域看護学領域」の区分に関わらず選択
                      可能とする。
「特別研究」：必修科目３科目すべて履修する。

卒業要件及び履修方法

配
当
年
次

専任教員等の配置単位数
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【令和２年度】

【令和３年度】

【令和４年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（令和２年度開設であれば令和元年度）の表は適宜削除してください。

　　　　

　　　　

・准教授から教授への昇任により、「看護研究特講」の専任教員等の配置を「教授１、准教授１」から「教授２、准教授０」に変更。
・准教授から教授への昇任により、「看護研究方法特講Ⅰ（質的研究）」の専任教員等の配置を「教授１、准教授１」から「教授２、准教授
０」に変更。
・准教授から教授への昇任及び教授の退職や採用により、「看護学特別研究Ⅰ」の専任教員等の配置を「教授９，准教授３」から「教授12、
准教授３」に変更。
・准教授から教授への昇任及び教授の退職や採用により、「看護学特別研究Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授９，准教授３」から「教授12、
准教授３」に変更。
・准教授から教授への昇任及び教授の退職や採用により、「看護学特別研究Ⅲ」の専任教員等の配置を「教授９，准教授３」から「教授12、
准教授３」に変更。

　　　　

　　　　

（１）－②授業科目表に関する変更内容

　　　　

・教授就任辞退の理由により、「看護教育特講」の専任教員等の配置を「教授２」から「教授１」に変更。
・教授就任辞退の理由により、「看護研究方法特講Ⅰ（質的研究）」の専任教員等の配置を「教授２」から「教授１」に変更。
・教授就任辞退の理由により、「ウイメンズヘルス特講」の専任教員等の配置を「教授２」から「教授１」に変更。
・教授就任辞退の理由により、「看護学特別研究Ⅰ」の専任教員等の配置を「教授８」から「教授７」に変更。
・教授就任辞退の理由により、「看護学特別研究Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授８」から「教授７」に変更。
・教授就任辞退の理由により、「看護学特別研究Ⅲ」の専任教員等の配置を「教授８」から「教授７」に変更。

・准教授から教授への昇任により、「看護研究方法特講Ⅱ（量的研究）」の専任教員等の配置を「教授２、准教授１」から「教授３、准教授
０」に変更。
・准教授から教授への昇任により、「成人看護学特講」の専任教員等の配置を「教授１、准教授１」から「教授２、准教授０」に変更。
・准教授から教授への昇任により、「公衆衛生看護学特講」の専任教員等の配置を「教授１、准教授１」から「教授２、准教授０」に変更。
・准教授から教授への昇任により、「看護学特別研究Ⅰ」の専任教員等の配置を「教授７、准教授５」から「教授９、准教授３」に変更。
・准教授から教授への昇任により、「看護学特別研究Ⅱ」の専任教員数の配置を「教授７、准教授５」から「教授９、准教授３」に変更。
・准教授から教授への昇任により、「看護学特別研究Ⅲ」の専任教員数の配置を「教授７、准教授５」から「教授９、准教授３」に変更。
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科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

計

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由

5 6 0 11 5 0 11

[　０　] [　０　] [　０　] [　０　]

6
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無

　　　　ください。

該当なし

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」
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（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

11

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0
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備考

申請研究科全体

大学全体

卒業記念寄附のため（2）
卒業記念寄附のため（3）

大学全体

申請研究科全体(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（４）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

　

図
書
・
設
備

(５)

種

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等

第６年次

開設年度

〔うち外国書〕

(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

―〔―〕　

(232〔29〕)
（230〔27〕）
（96〔11〕）

計

看護学研究科

232〔29〕
230〔27〕
234〔25〕

（232〔29〕）
（230〔27〕）
（96〔11〕）

232〔29〕
230〔27〕
234〔25〕

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

３　施設・設備の整備状況，経費

専任教員新規採用
のため（4）

計

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

語学学習施設情報処理学習施設実験実習室

そ　の　他

合　　　計 0㎡

0㎡

講　義　室

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和４年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

冊

視聴覚資料

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

電子ジャーナル

面　　　　　積

設備購入費

図書購入費

経費 の見
積り 及び
維持 方法
の 概 要

経費
の見
積り

(７) 体　　育　　館

機械・器具

0㎡

0㎡

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

大学全体
貸与者：㈶萬年会
借用期間
2013年6月から30年間
4,115.19㎡

旧幼稚園敷地
（1,681.96㎡）及び記
念碑敷地（9.9㎡）の
取得並びに寄宿舎売却
（2,326.6㎡）のため
（2）
登記錯誤等のため
（3）

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

標　　本
〔うち外国書〕

点 点点

完成年度

収 納 可 能 冊 数面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

体育館以外のスポーツ施設の概要

開設前年度 完成年度

25 5

（92,447.42㎡）
（92,489.84㎡）
（91,841.03㎡）

0㎡
92,447.42㎡
92,489.84㎡
91,841.03㎡

（92,447.42㎡）
（92,489.84㎡）
（91,841.03㎡）

92,447.42㎡
92,489.84㎡
91,841.03㎡

0㎡

（　　　　　0㎡） （　　　　　0㎡）

139,287.82㎡
139,203.86㎡
138,229.62㎡

9,992.40㎡
9,284.68㎡

149,280.22㎡
149,196.26㎡
147,514.30㎡

12,230.92㎡
14,547.01㎡

161,511.14㎡
161,427.18㎡
162,061.31㎡

139,287.82㎡
139,203.86㎡
138,229.62㎡

161,511.14㎡
161,427.18㎡
162,061.31㎡

9,992.40㎡
9,284.68㎡

149,280.22㎡
149,196.26㎡
147,514.30㎡

12,230.92㎡
14,547.01㎡

0㎡ 0㎡

0㎡

0㎡ 0㎡

0㎡

（補助職員　2人）

7室
4室

17室
19室

（補助職員　7人）
86室

244室
243室

81室
77室

看護学研究科 看護学専攻 博士課程（後期） 室
15
14

―〔―〕　 8

744,025
923
921
899

10,301.95㎡

弓道場6,277.64㎡ テニスコート6面

―〔―〕　

（―〔―〕）

（―〔―〕）

―〔―〕　

（5）

（―〔―〕）

（―〔―〕） （8） （25）

8 25 5

大学全体
旧幼稚園舎（今出川東
別館）取得のため
（3）
京田辺作業場解体・撤
去のため（4）

大学全体
用途変更(2)
用途変更(4)

―　千円 ―　千円780千円 600千円 600千円 ―　千円

運営費は、学生納付金に加え、手数料、資産運用収入、雑収入により充当する。

令和2年度決算額確定
による（3）

410千円 410千円

14,310千円
11,650千円

15,700千円 0千円0千円 0千円

1,000千円 0千円0千円

学生納付金以外の維持方法の概要

（25） （5）（8）
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

学芸学部 4 325 - 1,300 - 1.00 1.03

　音楽学科 4 115 - 460
学士

（音楽） 1.01 1.09 昭和40
京都府京田辺市興
戸南鉾立97番1

　　演奏専攻 4 75 - 300
学士

（音楽） 0.97 0.98 昭和40 同上

　　音楽文化専攻 4 40 - 160
学士

（音楽） 1.08 1.30 昭和40 同上

　メディア創造学科 4 125 - 500
学士

（メディア創造） 1.01 1.03 令和2 平成14 同上 定員変更（5）

　国際教養学科 4 85 - 340
学士

（国際教養学） 0.97 0.96 令和2 平成19 同上 定員変更（5）

現代社会学部 4 410 - 1,640 - 0.97 1.02

　社会システム学科 4 310 - 1,240
学士

（社会システム） 0.97 1.02 令和2 平成12 同上 定員変更（10）

　現代こども学科 4 100 - 400
学士

（現代社会） 0.98 1.04 平成16 同上

薬学部 4 - - - - - -

　医療薬学科 4 - - -
学士

（薬学） - - 平成17 同上

薬学部 6 125 - 750 - 1.03 1.12

　医療薬学科 6 125 - 750
学士

（薬学） 1.03 1.12 令和2 平成18 同上 定員変更（5）

看護学部 4 90 - 360 - 1.06 1.04

　看護学科 4 90 - 360
学士

（看護学） 1.06 1.04 令和2 平成27 同上 定員変更（10）

表象文化学部 4 270 - 1,080 - 1.01 1.00

　英語英文学科 4 150 - 600
学士

（文学） 0.99 0.96 令和2 平成21
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町602番地1

定員変更（5）

　日本語日本文学科 4 120 - 480
学士

（文学） 1.03 1.05 平成21 同上

生活科学部 4 230 - 920 - 1.06 1.10

　人間生活学科 4 90 - 360
学士

（生活科学） 1.05 1.02 令和2 昭和42 同上 定員変更（10）

　食物栄養科学科 4 140 - 560
学士

（生活科学） 1.07 1.16 令和2 昭和44 同上 定員変更（5）

　　食物科学専攻 4 60 - 240
学士

（生活科学） 1.01 1.16 令和2 昭和44 同上 定員変更（5）

　　管理栄養士専攻 4 80 - 320
学士

（生活科学） 1.12 1.16 昭和44 同上

大学全体 ‐ 1,450 - 6,050 - - -

　同 志 社 女 子 大 学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍

人

博士課程（前期）及び修士課程

文学研究科 2 23 - 46 0.25 0.30

　英語英文学専攻 2 8 - 16
修士

（英語英文学） 0.31 0.25 昭和42
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町602番地1

　日本語日本文化専攻 2 10 - 20
修士

（日本語日本文
化）

0.20 0.20 平成9 同上

　情報文化専攻 2 5 - 10
修士

（情報文化） 0.30 0.60 平成20
京都府京田辺市興
戸南鉾立97番1

国際社会システム研究科 2 10 - 20 0.45 0.40

　国際社会システム専攻 2 10 - 20
修士

（国際社会ｼｽﾃﾑ） 0.45 0.40 平成16 同上

看護学研究科 2 6 - 12 0.66 1.00

　看護学専攻 2 6 - 12
修士

（看護学） 0.66 1.00 平成30 同上

生活科学研究科 2 13 - 26 0.30 0.30

　生活デザイン専攻 2 5 - 10
修士

（生活デザイン） 0.10 0.00 平成20
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町602番地1

　食物栄養科学専攻 2 8 - 16
修士

（食物栄養科学） 0.43 0.50 昭和43 同上

博士課程（後期）及び博士課程

文学研究科 3 8 - 24 0.20 0.00

　英語英文学専攻 3 4 - 12
博士

（英語英文学） 0.16 0.00 昭和50
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町602番地1

　日本語日本文化専攻 3 4 - 12
博士

（日本語日本文
化）

0.25 0.00 平成12 同上

薬学研究科 4 4 - 16 0.31 0.25

　医療薬学専攻 4 4 - 16
博士

（薬学） 0.31 0.25 平成24
京都府京田辺市興
戸南鉾立97番1

看護学研究科 3 3 - 9 0.66 0.33

　看護学専攻 3 3 - 9
博士

（看護学） 0.66 0.33 令和2 同上

大学院全体 - 67 - 153 - - -

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

　同 志 社 女 子 大 学 大 学 院

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

神学部 4 63 - 252 0.97 1.01

　神学科 4 63 - 252
学士

(神学) 0.97 1.01 昭和23
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

文学部 4 705 - 2,820 0.99 1.03

　英文学科 4 315 - 1,260
学士

(英文学) 0.98 1.06 昭和23
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

学士
(国際教養)

　哲学科 4 70 - 280
学士

(哲学) 0.95 0.87 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

　美学芸術学科 4 70 - 280
学士

(美学芸術学) 1.01 1.05 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

　文化史学科 4 125 - 500
学士

(文化史学) 0.98 1.04 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

　国文学科 4 125 - 500
学士

(国文学) 1.04 1.04 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

社会学部 4 442 - 1,768 0.96 1.01

　社会学科 4 90 - 360
学士

(社会学) 0.99 1.06 平成17
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

学士
(国際教養)

　社会福祉学科 4 98 - 392
学士

(社会福祉学) 0.93 0.90 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

　メディア学科 4 88 - 352
学士

(メディア学) 0.96 1.01 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

　産業関係学科 4 87 - 348
学士

(産業関係学) 1.01 1.09 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

　教育文化学科 4 79 - 316
学士

(教育文化学) 0.93 0.98 平成17 同　　上

学士
(国際教養)

法学部 4 893 - 3,572 0.93 0.92

　法律学科 4 683 - 2,732
学士

(法学) 0.92 0.91 昭和23
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

学士
(国際教養)

　政治学科 4 210 - 840
学士

(政治学) 0.96 0.95 昭和23 同　　上

学士
(国際教養)

経済学部 4 893 - 3,572 0.96 0.98

　経済学科 4 893 - 3,572
学士

(経済学) 0.96 0.98 昭和23
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

学士
(国際教養)

商学部 4 893 - 3,572 0.97 1.01

　商学科 4 893 - 3,572
学士

(商学) 0.97 1.01 昭和24
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

学士
(国際教養)

政策学部 4 420 - 1,680 0.99 1.01

　政策学科 4 420 - 1,680
学士

(政策学) 0.99 1.01 平成16
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

学士
(国際教養)

文化情報学部 4 294 - 1,176 1.00 1.03

　文化情報学科 4 294 - 1,176
学士

(文化情報学) 1.00 1.03 平成17
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　同 志 社 大 学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地
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年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

理工学部 4 756
3年次

20
3,064 1.00 1.07

　ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ情報工学科 4 83
3年次

2
336

学士
(工学) 0.97 0.98 平成 6

京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　情報ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 4 83
3年次

2
336

学士
(工学) 1.02 1.28 平成16 同　　上

　電気工学科 4 80
3年次

2
324

学士
(工学) 0.93 1.00 昭和24 同　　上

　電子工学科 4 86
3年次

2
348

学士
(工学) 0.94 0.96 昭和38 同　　上

　機械システム工学科 4 96
3年次

2
388

学士
(工学) 1.12 1.29 昭和24 同　　上

　機械理工学科 4 70
3年次

2
284

学士
(工学) 1.07 1.17 昭和38 同　　上

令和2年度よりエネルギー機
械工学科から名称変更

　機能分子・生命化学科 4 83
3年次

2
336

学士
(工学) 0.95 0.91 平成 6 同　　上

学士
(理学)

　化学システム創成工学科 4 83
3年次

2
336

学士
(工学) 1.00 1.06 平成 6 同　　上

　環境システム学科 4 51
3年次

2
208

学士
(工学) 0.92 0.86 平成16 同　　上

学士
(理学)

　数理システム学科 4 41
3年次

2
168

学士
(理学) 1.03 1.09 平成20 同　　上

生命医科学部 4 265 - 1,060 0.95 0.98

　医工学科 4 100 - 400
学士

(工学) 0.90 0.94 平成20
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　医情報学科 4 100 - 400
学士

(工学) 0.99 0.96 平成20 同　　上

　医生命システム学科 4 65 - 260
学士

(理学) 0.99 1.10 平成20 同　　上

スポーツ健康科学部 4 221 - 884 1.00 1.03

　スポーツ健康科学科 4 221 - 884
学士

(ｽﾎﾟｰﾂ健康科学) 1.00 1.03 平成20
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

心理学部 4 158 - 632 0.99 1.01

　心理学科 4 158 - 632
学士

(心理学) 0.99 1.01 平成21
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 4 158 - 632 0.98 1.01

　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 158 - 632
学士

(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学)

0.98 1.01 平成23
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

グローバル地域文化学部 4 190 - 760 1.00 1.05

　グローバル地域文化学科 4 190 - 760
学士

(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
地域文化学)

1.00 1.05 平成25
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

大学全体 - 6,351
3年次

20
25,444 - - -

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

所　在　地
学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 0
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

3 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

博士前期課程及び修士課程

神学研究科 2 20 - 40 0.32 0.40

　神学専攻 2 20 - 40
修士

(神学) 0.32 0.40 平成19
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

修士
(一神教研究)

文学研究科 2 47 - 94 0.42 0.27

　哲学専攻 2 7 - 14
修士

(哲学) 0.14 0.00 昭和25
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

　英文学・英語学専攻 2 10 - 20
修士

(英文学) 0.65 0.40 昭和25 同　　上

修士
(英語学)

　文化史学専攻 2 15 - 30
修士

(文化史学) 0.30 0.20 昭和26 同　　上

　国文学専攻 2 10 - 20
修士

(国文学) 0.50 0.30 昭和37 同　　上

　美学芸術学専攻 2 5 - 10
修士

(美学) 0.60 0.60 昭和63 同　　上

修士
(芸術学)

社会学研究科 2 37 - 74 0.64 0.72

　社会福祉学専攻 2 10 - 20
修士

(社会福祉学) 0.45 0.50 平成17
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

　メディア学専攻 2 5 - 10
修士

(メディア学) 1.10 0.80 平成17 同　　上

　教育文化学専攻 2 7 - 14
修士

(教育文化学) 0.28 0.28 平成17 同　　上

　社会学専攻 2 10 - 20
修士

(社会学) 0.85 1.10 平成17 同　　上

　産業関係学専攻 2 5 - 10
修士

(産業関係学) 0.70 1.00 平成17 同　　上

法学研究科 2 130 - 260 0.40 0.36

　政治学専攻 2 40 - 80
修士

(政治学) 0.18 0.22 昭和25
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

修士
(比較政治学)

　私法学専攻 2 45 - 90
修士

(法学) 0.74 0.55 昭和26 同　　上

　公法学専攻 2 45 - 90
修士

(法学) 0.27 0.31 昭和38 同　　上

経済学研究科 2 50 - 100 0.25 0.26

　理論経済学専攻 2 25 - 50
修士

(経済学) 0.16 0.08 昭和25
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

　応用経済学専攻 2 25 - 50
修士

(経済学) 0.34 0.44 昭和25 同　　上

商学研究科 2 65 - 130 0.16 0.12

　商学専攻 2 65 - 130
修士

(商学) 0.16 0.12 昭和25
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

総合政策科学研究科 2 70 - 140 0.34 0.44

　総合政策科学専攻 2 70 - 140
修士

(政策科学) 0.34 0.44 平成 7
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

修士
(ｿｰｼｬﾙ・ｲﾉﾍﾞｰ

ｼｮﾝ)

文化情報学研究科 2 30 - 60 0.39 0.43

　文化情報学専攻 2 30 - 60
修士

(文化情報学) 0.39 0.43 平成19
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　同 志 社 大 学 大 学 院

学位又
は称号

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地
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年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

理工学研究科 2 315 - 630 1.04 1.16

　情報工学専攻 2 60 - 120
修士

(工学) 1.29 1.51 平成10
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　電気電子工学専攻 2 70 - 140
修士

(工学) 1.01 1.18 昭和30 同　　上

　機械工学専攻 2 80 - 160
修士

(工学) 1.15 1.18 昭和30 同　　上

　応用化学専攻 2 80 - 160
修士

(工学) 0.85 0.93 昭和30 同　　上

修士
(理学)

　数理環境科学専攻 2 25 - 50
修士

(工学) 0.76 0.92 平成10 同　　上

修士
(理学)

生命医科学研究科 2 110 - 220 1.03 1.00

　医工学・医情報学専攻 2 90 - 180
修士

(工学) 0.88 0.82 平成24
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　医生命システム専攻 2 20 - 40
修士

(理学) 1.67 1.80 平成24 同　　上

スポーツ健康科学研究科 2 8 - 16 1.37 2.00

　スポーツ健康科学専攻 2 8 - 16
修士

(ｽﾎﾟｰﾂ健康科学) 1.37 2.00 平成22
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

心理学研究科 2 10 - 20 0.75 0.80

　心理学専攻 2 10 - 20
修士

(心理学) 0.75 0.80 平成21
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

グローバル・スタディーズ研究科 2 45 - 90 0.72 0.64

　グローバル・スタディーズ専攻 2 45 - 90
修士

(ｱﾒﾘｶ研究) 0.72 0.64 平成22
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

修士
(現代ｱｼﾞｱ研究)

修士
(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会研

究)

ビジネス研究科 2 45 - 90 0.38 0.00

　グローバル経営研究専攻 2 45 - 90
修士

(経営学) 0.38 0.00 平成26
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

開設
年度

所　在　地
学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）
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年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

博士後期課程

神学研究科 3 5 - 15 0.40 0.60

　神学専攻 3 5 - 15
博士

(神学) 0.40 0.60 昭和28
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

博士
(一神教研究)

文学研究科 3 17 - 51 0.32 0.47

　哲学専攻 3 3 - 9
博士

(哲学) 0.11 0.33 昭和28
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

令和3年度より定員変更（△2）

　英文学・英語学専攻 3 4 - 12
博士

(英文学) 0.50 0.50 昭和30 同　　上

博士
(英語学)

　文化史学専攻 3 4 - 12
博士

(文化史学) 0.66 0.75 昭和30 同　　上

　国文学専攻 3 3 - 9
博士

(国文学) 0.11 0.33 昭和61 同　　上

　美学芸術学専攻 3 3 - 9
博士

(芸術学) 0.11 0.33 平成 8 同　　上

社会学研究科 3 18 - 54 0.27 0.38

　社会福祉学専攻 3 6 - 18
博士

(社会福祉学) 0.49 0.66 平成17
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

　メディア学専攻 3 2 - 6
博士

(メディア学) 0.16 0.00 平成17 同　　上

　教育文化学専攻 3 3 - 9
博士

(教育文化学) 0.11 0.33 平成17 同　　上

　社会学専攻 3 5 - 15
博士

(社会学) 0.20 0.20 平成17 同　　上

　産業関係学専攻 3 2 - 6
博士

(産業関係学) 0.16 0.50 平成17 同　　上

法学研究科 3 15 - 45 0.20 0.20

　政治学専攻 3 5 - 15
博士

(政治学) 0.26 0.20 昭和28
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

　私法学専攻 3 5 - 15
博士

(法学) 0.20 0.20 昭和38 同　　上

　公法学専攻 3 5 - 15
博士

(法学) 0.13 0.20 昭和51 同　　上

経済学研究科 3 5 - 15 0.53 0.60

　経済政策専攻 3 5 - 15
博士

(経済学) 0.53 0.60 昭和32
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

商学研究科 3 5 - 15 0.00 0.00

　商学専攻 3 5 - 15
博士

(商学) 0.00 0.00 昭和40
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

総合政策科学研究科 3 15 - 45 0.61 0.26

　総合政策科学専攻 3 15 - 45
博士

(政策科学) 0.61 0.26 平成 9
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

博士
(ｿｰｼｬﾙ・ｲﾉﾍﾞｰ

ｼｮﾝ)

文化情報学研究科 3 5 - 15 0.66 1.00

　文化情報学専攻 3 5 - 15
博士

(文化情報学) 0.66 1.00 平成19
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

開設
年度

所　在　地
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年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

理工学研究科 3 30 - 90 0.48 0.46

　情報工学専攻 3 5 - 15
博士

(工学) 0.53 0.80 平成12
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　電気電子工学専攻 3 7 - 21
博士

(工学) 0.37 0.42 昭和32 同　　上

　機械工学専攻 3 8 - 24
博士

(工学) 0.58 0.37 昭和32 同　　上

　応用化学専攻 3 7 - 21
博士

(工学) 0.47 0.28 昭和34 同　　上

博士
(理学)

　数理環境科学専攻 3 3 - 9
博士

(工学) 0.44 0.66 平成21 同　　上

博士
(理学)

生命医科学研究科 3 14 - 42 0.37 0.35

　医工学・医情報学専攻 3 2 - 6
博士

(工学) 1.00 1.00 平成24
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

　医生命システム専攻 3 12 - 36
博士

(理学) 0.27 0.25 平成24 同　　上

スポーツ健康科学研究科 3 3 - 9 0.99 1.33

　スポーツ健康科学専攻 3 3 - 9
博士

(ｽﾎﾟｰﾂ健康科学) 0.99 1.33 平成24
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

心理学研究科 3 6 - 18 0.38 0.50

　心理学専攻 3 6 - 18
博士

(心理学) 0.38 0.50 平成21
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

グローバル・スタディーズ研究科 3 18 - 54 0.88 0.66

　グローバル・スタディーズ専攻 3 18 - 54
博士

(ｱﾒﾘｶ研究) 0.88 0.66 平成22
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

博士
(現代ｱｼﾞｱ研究)

博士
(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ社会研

究)

一貫制博士課程

脳科学研究科 5 10 - 50 0.46 0.50

　発達加齢脳専攻 5 10 - 50
博士

(理学) 0.46 0.50 平成24
京都府京田辺市多々羅
都谷1番地3

専門職学位課程

司法研究科 3 70 - 210 0.68 0.97

　法務専攻 3 70 - 210
法務博士
(専門職) 0.68 0.97 平成16

京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

ビジネス研究科 2 30 - 60 1.33 1.36

　ビジネス専攻 2 30 - 60
ビジネス修士

(専門職) 1.33 1.36 平成16
京都市上京区今出川通
烏丸東入玄武町601番地

大学院全体 - 1,248 - 2,752 - - -

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学、大学院、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和４年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和4年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時
（令和元年）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

完成年度前に、定年規
程に定める退職年齢を
超える専任教員数の割
合が高いことから、定
年規程の趣旨を踏まえ
た適切な運用に努める
とともに、教員組織編
制の将来構想を策定
し、着実に実行するこ
と。

本課程が完成する令和4年度
の末までに、就業規則に定
める定年年齢（満65歳）を
超える専任教員は、認可申
請時の5名から1名の就任辞
退があり、現在4名となって
いる。当該4名の教員は、学
内規程に基づき定年年齢を
超えて任用しており、令和4
年度末、５年度末、６年度
末、８年度末に1名ずつ退職
する予定である。当該教員
が退職した後の教員組織編
制に関しては、年齢構成に
配慮しつつ、外部からの後
任採用のほか、現段階で本
研究科の基礎となる看護学
部の教育のみを担当する専
任教員等からの登用も含め
て検討を行っている。
（２）

本課程の教員組織として
は、令和２年度のＡＣ教員
審査の判定により、令和３
年４月から研究指導教員の
准教授２名が教授へ昇任
し、研究指導補助教員の教
授１名が研究指導教員とな
る。また、本研究科の博士
課程（前期）においては、
令和３年４月より新規採用
の教授１名と、これまで看
護学部の教育のみを担当し
ていた准教授４名を科目担
当者として登用している。
（３）

本課程の専任教員のうち、
就業規則に定める定年年齢
（満65歳）を超える教員は
４名である。令和３年度末
に定年年齢を超える教授１
名が一身上の都合により依
願退職したが、新たに教授
１名が令和３年度のAC教員
審査の判定により令和４年
４月から研究指導補助教員
として加わっている。退職
教員の後任については、前
述のとおりAC教員審査を受
審のうえ、補充している。
また、その他に令和４年度
の教員組織としては、令和
３年度のAC教員審査の判定
により、研究指導教員に教
授２名、准教授１名が加わ
り、研究指導体制の充実を
図った。（４）

本課程の完成年度終了後に
段階的に退職する予定の専
任教員の後任補充について
は、外部から新規で採用す
る場合と、本学看護学部の
専任教員で、現在は本課程
の教育を担当していない教
員から登用する場合を検討
している。いずれの場合も
本課程の教育研究水準の維
持・向上が継続的に図れる
よう、教員個人の教育研究
業績や臨床現場での実務経
験の他、教員組織の年齢構
成も勘案し、教育研究上の
指導能力を十分に備えた教
員を補充することにより、
適正な教員組織が編成でき
るように努める。そのた
め、本課程の教員組織にお
いては、現在の研究指導補
助教員及び科目担当教員
は、より一層の教育研究業
績を積み上げることによ
り、研究指導教員への任用
を図る。また、現段階で看
護学部の教育のみを担当す
る専任教員に対しては、教
育研究の更なる実績を積む
ことを奨励し、教育力の向
上と研究業績の追加を図
り、本研究科博士課程（前
期）の科目担当や研究指導
を段階的に経験し、最終的
には本課程の教育研究を担
える教員となるように計画
的な育成と教員組織の編成
に努める。（２） （３）

令和３年度末で就業規則に
定める定年年齢（満65歳）
を超える教員１名の依願退
職があり、その後任に外部
から教授１名を採用した。
また、その他、AC教員審査
の判定により、①研究指導
教員の教授１名及び研究指
導補助教員の教授１名を新
規で任用した。②研究指導
補助教員の准教授1名が、教
授に昇任し、研究指導教員
となった。③科目担当の准
教授１名が、研究指導教員
となった。以上のように新
たな教員の任用や、既存教
員が教育研究業績を積み上
げることで研究指導教員、
教授へ昇任する等、本課程
の教育研究水準の維持・向
上を継続的に行っている。
（４）

留意事項 履行済

履　行　状　況
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設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和２年）

設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和３年）

該当なし

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

該当なし

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当なし 該当なし

　　１．FD啓発関係事業の推進 ５．アクティブ・ラーニング研究会の開催

　　２．成績平均点比較資料の配付、分析 ６．新任教員FDガイダンスの実施

　　３．大学院生へのアンケートの実施 ７．FD講習会の開催

　　４．研究者データベースの公開

　ａ　委員会の設置状況

　　　FD活動を強化・推進するための組織として教育開発推進センターを2006年度に設置し、2008年度より学術研究推
      進センターと統合され、教育・研究推進センターとなった。センター所長を中心とした各学部の主任から構成さ
      れる教育・研究推進センター主任会を設置し、教員の教育・研究活動の活性化及びFD事業の推進に取り組んでき
      た。2016年度からは教育・研究推進センターを発展的に解消し、カリキュラムや授業内容とよりいっそう関連付
      けた学修支援や教育開発ができるよう教務部に教育開発支援センターを設置するとともに、教務部主任会を委員
      会組織として位置付け、また研究支援については、学術情報部学術研究支援課及び学術情報部主任会を設置し、
      それぞれ業務を移管した。
　　　2016年7月には、教育開発支援センター運営委員会を新たな委員会組織として設置し、教務部主任会において審
      議していたFD関連の事項についてもこの委員会において審議することとした。

　ａ　実施内容

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　教育開発支援センター運営委員会を、原則として月1回定例開催している。
　　　学術情報部主任会を、原則として月1回定例開催している。

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　全学のFD事業の推進及び支援
　　　授業アンケートの実施と集計結果等フィードバックについての検討
　　　FD関係図書・資料等の収集、整理、閲覧
　　　FD事業概要をHPに掲載
　　　FD関係広報誌の発行
　　　成績平均点比較資料の配付
　　　授業評価報告書の作成・公表
　　　成績評価基準の検討
　　　本学教員の教育活動に関わる調査報告について
　　　教育環境整備に関する検討
　　　教員の研究業績管理

②　実施状況

７　その他全般的事項

＜看護学研究科　看護学専攻　博士課程（後期）＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ｂ　実施方法

　　１．FD啓発関係事業の推進
　　　・学外で開催されるFD講習会などを学部学科、関係教員に案内。
　　　・FD事業内容をHP上で情報公開。
　　　・FD啓発誌「FDレポート」（旧FDフォーラム）の発行（年1回）。
　　　・FD関係図書・資料等の収集、教職員への貸し出し。
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　　　2021年度については、下記の通り実施した。
　　　第16回アクティブ・ラーニング研究会
　　　　・日　時：2021年11月1日（月）
　　　　・テーマ：「教えてRespon！～Change,Challenge,Chances～」
　　　　・報告者：尾﨑惠一（医療薬学科 教授）、福島祥一郎（英語英文学科 准教授）
　　　　・参加者数：教員 177名

　　　第17回アクティブ・ラーニング研究会
　　　　・日　時：2022年2月15日（火）
　　　　・テーマ：「FD・アクティブ・ラーニングの取り組みあれこれ
　　　　　　　　　　　　　　　～Cultural AgilityとCritical Thinkingの活用～」
　　　　・講　師：塘利枝子（現代社会学部長）、眞鍋えみ子（看護学部長）、川﨑祐子（生活科学部長）
　　　　・参加者数：教員 165名

　　　第1回大学院FD講習会
　　　　・日　時：2021年5月12日（水）
　　　　・テーマ：「女性大学院生としての経験を生かすには？研究基礎力で変化の激しい時代を生き抜くキャリア
　　　　　　　　　　パスを-民間企業における事例を通じて-」
　　　　・講　師：福田美誉氏（株式会社ワークアカデミー 企画推進部）
　　　　・参加者数：教員113名

　　　アクティブ・ラーニングワークショップ
　　　　・日　時：2021年4月7日（水）
　　　　・テーマ：「Respon説明会」
　　　　・講　師：株式会社朝日ネット
　　　　・参加者数：教員 176名（専任121名、嘱託講師55名）

　　７．FD講習会の開催

　　　2021年度については、下記の通り実施した。
　　　　・日　時：2021年9月10日（金）
　　　　・テーマ：「AI時代に求められる新しいリテラシー：大学教育の再設計をめざして」
　　　　・講　師：杉森公一氏（北陸大学 高等教育推進センター センター長・教授）
　　　　・参加者数：教員195名

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　２．成績平均点比較資料の配付、分析、運営委員会等への資料提供（年2回、学期ごとに実施）
　　　・各教員に「教員別担当科目平均点分布・合格率」を配付。また、科目区分責任者（教務部長、学科主任）に、
　　　　各科目区分ごとの「科目別クラス別平均点分布・合格率」を配付。
　　　　2016年度より更に「授業別成績分布・合格率・平均点」及び「学科等別科目・クラス別合格率分布」、
　　　　「学科等別科目・クラス別合格者平均点」もあわせて配付。
　　　・必修のクラス指定科目間でクラス別平均点等に大きな偏りがないか各科目の成績評価基準に問題がないか
　　　　を確認・分析。
　　　・各科目運営委員会へ資料を提供し、授業改善や成績評価基準の確認のために利用。

　　３．大学院生へのアンケートの実施
　　　・大学院生全員を対象に、在籍する研究科・専攻の学びや研究指導体制、施設・設備等に関するアンケート
　　　　を郵送により実施。

　　４．研究者データベースの公開
　　　・専任教員個々の教育活動や研究業績をデータベース化し、「研究者データベース」として、本学
　　　　ホームページで公開。

　　５．アクティブ・ラーニング研究会の開催
　　　・本学教員によるアクティブ・ラーニング実践例の紹介や情報交換会を年に数回開催。
　　　・2021年度よりオンラインでの出席管理システム「Respon」を導入したことに伴い、急遽、操作説明会を
　　　　アクティブ・ラーニングワークショップとして開催した。

　　６．新任教員FDガイダンスの実施
　　　・本学FD事業に関するガイダンスを、入社前オリエンテーションの中で実施。

　　７．FD講習会の開催
　　　・年1回本学教職員向けに開催。
　　　・2021年度より大学院科目担当者を対象とした大学院FD講習会を開催。

　　３．大学院生アンケートの実施

　　　2021年度については、下記の通り実施した。
　　　・実施時期　　　　　2021年11月
　　　・実施対象者数　　　59名
　　　・回答者数　　　　　26名

　　４．研究者データベースの公開

　　　・2012年度に研究者データベースを構築し、本学ホームページで公開した。なお、教員はWeb上で業績を更新
　　　　でき、事務室が承認作業を行えば随時更新できるようになった。現時点では月1回更新しているが、今後は
　　　　更新頻度を増やし、最新情報を公開する予定である。

　　５．アクティブ・ラーニング研究会の開催
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　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（４） 自己点検・評価等に関する事項

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　2013年度より年1回、「大学院生アンケート」として11月に実施。

　　・教育活動、授業評価の公表などのFD啓発事業により、各教員のFDに対する意識は定着している。
　　・成績平均点比較資料の配付等により、各教員の成績評価基準についての意識が向上し、その結果がシラバス
　　　に反映されている。
　　・各教員がFDを意識し、授業方針・内容を工夫することで、授業についての学生の満足度は向上している。
　　・大学院FD講習会を実施して、各教員が研究内容のみならず、「研究すること」そのものの意義や大学院課程
　　　その後のことも意識した指導を心掛けるようになっている。

　　毎年1月の大学院委員会にて報告。学内教職員を対象に、本学ホームページで公開。

　本学大学院看護学研究科看護学専攻博士課程（後期）では、博士課程（前期）での教育・研究をさらに深化させ、看護
学の研究者として自立した研究活動を行うのに必要な高度な研究力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを基本的な
理念としている。少子高齢社会の高度化・多様化する保健・医療の動向をみすえて、実践的で応用可能な看護学の理論の
構築や方法を探究できる教育研究力を備え、研究推進に必要な高い倫理観を修得し、指導的役割を担うことのできる人材
として、修了後に、教育研究、臨床や地域など多様なフィールドで活躍し、看護継続教育や学生の臨地実習に携わる看護
職者、看護系大学教員等の次世代育成や看護学の発展に寄与できる女性の育成を目指している。
　入学者選抜については、1．看護学を研究する者として、倫理観を備え、看護学研究の進展に貢献したいという情熱を
有し、新たな看護の開発に向けた研究に強い意欲のある者、2．看護学に関連する基礎的な研究能力を有し、自立して学
修に取り組む姿勢を備えている者、3．保健・医療・福祉をめぐる環境が大きく変化する中、そうした環境を取り巻く
様々な課題解決のための看護実践に関連する理論の構築や方法の開発など、研究、教育、実践において、社会に貢献しよ
うとする強い意欲を持つ者、の３つの求める学生像（求める能力、適性等）を掲げ、入学試験を実施した。
開設初年度の令和２年度においては、入学定員３名に対し、社会人入学試験の志願者が２名あり、当該２名が合格し入学
した。令和３年度においては、一般入学試験１名、社会人入学試験３名の合計４名の志願者があり、一般入学試験１名と
社会人入学試験２名の合計３名が合格し入学した。令和４年度においては、社会人入学試験に１名の志願者があり、１名
が合格し入学した。
　本学では、建学の精神を理解させ、一日でも早く本学に適応できるよう、新年度開始時にオリエンテーションを行って
いる。オリエンテーションでは、新入生と教員が集まる機会を設け、本研究科の特色・カリキュラムについて理解すると
ともに、その上で、各科目の内容についても理解できるよう、履修希望する科目の担当教員との質疑応答を行っている。
　授業においては、「共通科目」では、看護学の研究・教育・実践活動の推進に必要な理論開発および研究手法を修得す
るとともに、倫理観を高めるよう努める。専門科目では、各分野において看護現象を科学的かつ専門的な視点からエビデ
ンスを活用・分析し、理論を生成・検証できる能力を醸成する。研究指導科目である特別研究では，自立して高度な研究
活動を行うために、研究倫理に関する理解を深め、自律的な研究過程を通じ、幅広い視野と深い学識を基盤とした、国際
的に通用する独創的で卓越した研究能力を養成する。
　以上のとおり、様々な取り組みをとおして、本課程の設置の趣旨・目的の実現に努めている。

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　・令和４年４月１日　公表

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当なし
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（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和４年度）

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

③　認証評価を受ける計画

　　・令和３年に評価機関（公益財団法人大学基準協会）の評価を受審

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

　（専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院については、機関別認証評価と分野別認証評価それぞれの受審計画について記載してください。）

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、
　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　　　　いて記入してください。
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○同志社女子大学教務部教育開発支援センター内規（2016年7月13日制定）

同志社女子大学教務部教育開発支援センター内規 

2016年７月13日 

制定 

（目的） 

第１条 本学の教育の継続的な充実と発展を目的として、同志社女子大学教務部教育開発支援センタ

ー（以下、「センター」という。）を設置する。 

（業務） 

第２条 センターは、前条の目的を達成するために次の業務を行う。

(１) 教育の組織的改善に関すること。

(２) 教育の内容及び方法の開発支援に関すること。

(３) 教育評価に関すること。

(４) 学修支援に関すること。

(５) その他必要事項。

（センター長）

第３条 センターに教育開発支援センター長（以下、「センター長」という。）を置く。

２ センター長は学長が委嘱し、その任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ センター長は、教務部長のもと、センターの業務を統括する。 

（運営委員会） 

第４条 センターを円滑に運営するために、教育開発支援センター運営委員会（以下、「委員会」と

いう。）を置く。 

２ 委員会は、次の者をもって構成する。 

(１) 教務部長

(２) センター長

(３) 教務主任

（事務） 

第５条 センターの事務は、教務部教務課が所管する。

（改廃） 

第６条 この内規の改廃は、委員会、常任委員会及び評議会の議を経て、学長が決定する。 

附 則 

この内規は、2016年４月１日から施行する。



（別紙５）

建 物 区 分 認可時の計画 変 更 計 画

京田辺作業場 42.42㎡ ０㎡

令和４年３月解体・撤去

建築等設置計画変更書

　 令和２年度開設  

（注）１　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）

　　同志社女子大学　看護学研究科看護学専攻　博士課程（後期）

　　経理部の倉庫として利用していたが、老朽化のため解体・撤去

　　した。

　　　　建築計画の遅延の場合には，工程表をそれぞれ添付してください。

　　　３　校地の計画の変更が生じる場合には，「建築等設置計画変更書」を「校地面積

　　　　変更書」に，「建物区分」欄を「団地の名称」に変更して提出してください。

　　　　がある場合には，上記様式により提出してください。

　　　　　ただし，面積の増加や建築計画と登記上の面積の誤差並びに建築計画が早まる

　　　　場合には，この書類の提出は不要です。

　　　２　面積の減少及び校舎建て替えの場合には，変更に係る図面及び新旧対照表を，
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